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シンポジウム 

能見 

我が国の N I S の実態 

利彦 ( 新エネルギー・ 産業技術総合開発機構企画調整部主幹研究員 ) 

我が国の NIS の概要 我が国の研究開発の 概要 

                日本の研究費の 推移 ( 自然科学のみ ) 研究費の産学官の 使用割合と負担割合 
  

公的研究所 

(f 用 割 き ) 

  日本 

( 負担 9l さ ) 

  ( 使用割き ) 

米国 

( 負担 割 さ ) 

  

英 独仏神 
( ほ月 甘さ ) 

  ( 負担 % 台 ) 

出典 :OECD 

日本の研究開発活動主要指標の 国際比較 
( インプット面 ) ( 学術的な成果 )  ( 特許面の成果 ) 

99 年度 2000 年 99 年 

①研究費 ③論文教 ⑤ 牛 寿言 午 佃戸青青 4 月ヰ数 

②研究者数 ④論文板引用件数 ⑥特許登録件数 
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研究開発の経済的効果 

研究開発は活発なものの、 経済は停滞 何故か ? 

研究開発費と GDP との 比轍 1972 年～ 2000 年 ) 
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80 年代の米国で 類似の問題 

米国は、 研究開発面では 世界をリード、 産業競争力では 日本に負けるのは 何故か ? 

差
 
 
 

掛
 
ン
の
環
 

な
ど
の
 
差
 

 
 

一
 ㏄
 

べ
 
こ
イ
 

/
 の
 
I
n
t
e
r
 

ご
と
 

l
 学
官
 

国
産
 

基礎研究と応用研究やイノベーションとの 

間にギヤ ップ 

ナショナル・イノベーションシステム 「死の谷」 

甲 ; 三ヂ 
BJ@ 

AplI@icd 
K 。 ほは ㏄ 曲   
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ナショナル・イノベーションシステム ひ aS) 「 

一 最近の OECD での論議 一 

ァ 需要 了 フレームフ一ク 条件 

消費者の最終需要、 産業の中間需要 
金融環境、 税制とインセンティブ 
企業家精神、 人材の流動性など 

Ⅰ産業システム Ⅰ激声， ぽ究 ィ政着 
システム システム 

大企業 

2 産学運 努 高等教育と 政府 

既存の 研究 

中小企業 TLO@K*:' 公的研究機関 科学技術 
イ / ベアション 

技術系ベン 
チヤ一企業 

政策 

コインフラストラク チ ャ 一 

金融 IPR ビジネス支 援 基準・認証 

ベンチャーキャピタル 情報システム サービス 

我が国の NIS の問題点、 1 

1. 官民の間で研究資金の 流れが少ない 

大学が使用する 資金に 、 政府の研究開発予算 中 、 
産業界からの 資金が少ない 産業界への支出が 少ない 

( 政府からの競争的資金も 少ない ) 

団 ℡ 憶は血皿 ㎎㎞Ⅲ田町はⅠ㎝Ⅱ㎝ 付 の 9 ) 政府研究開発投資中の 

6.3% む % i. フザ 。 2f へ 7. 舛へ   
産業界への支出 
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米国 
5.7 兆円 中 1.8 兆円 

(30 ． 9 兆円 ) 

国防総省分を 除く 

出典 ; 経済産業省資料 
ひ臥 JAPAf Ⅰ面 市卍 Fra 母 ⅠⅩ 。   
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2
 研究者の流動性 ( 単位 : 人 ) 

出典     総務省・科学技術研究何 % 報告 

注     転出研究者数は、 退職者を含む。 

我が国の NIS の問題点、 3 

3. 起業とべンチヤ 一 

企業の創業率が 低く、 経済成長率と 相関 

なお、 ベンチヤ一企業数やべンチャーキャピタルも 低調 

企業の創業率と 経済成長率の 国際比較 
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我が国の NIS の問題点、 4 

4. 大企業内部のイノベーションシステムに 問題 ? 

研究開発上位企業の 集中度 (2001 年度 ) 

総見上局 営業利 あ 社内使用研究費 

金額 ( 兆円 ) 集中度 (%) 金額 ( 兆 H) 集中度 ( 胚 ) 金額 ( 兆 H) 集中度 ( 胚 ) 

全産業 上位 20 社 47.9 Ⅰ 4.5 l.3 Ⅰ o.3 4.2 37.8 
製造業 上位 20 社 48. Ⅰ 19.9 Ⅰ： Ⅱ 15.5 3.8 38.9 

電気機械工業上位 5 社 15.9 28.4  ▲ 0 ・ 47  - Ⅰ・ 4 38. Ⅰ 

出典 ; 総務省、 科学技術研究調査報告 

電気機械工業の 売上高・研究開発費率と 売 製造業の研究費と 設備投資額との 比較 

  上高 ・営業利益率の 日米比較 (2000 年度 )                         (70 年～ 2000 年の推移 ) 
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我が国の NIS の問題点、 5 

5. 情報通信関連投資は 改善 6. 高等教育への 投資は不十分 
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イノベーション 関連政策 

1. 産学連携 4. 国の研究開発資金の 拡充 

・産学連携 フ オーラム 

・ TLO の育成。 強化 

・マッチンバファンド 

・大学究ベンチャー 1000 社計画 

2. 大学の改革 

・独立行政法人化 

技術移転を第 3 にき ソ ションに 

・競争的資金の 拡充 

3. クラスタ一政策 

NIS の改善状況 一 

5. IPR 保護の強化 

6. 企業のイノベーション 促進 

・スピンオフベンチャ 一の育成 

・ MOT 人材の育成 

・国際と ヒ較 研究 

7. ベンチヤ一企業の 育成 

8. 科学技術人材の 育成 

産学連携の進展など 一 

Ⅱ ， 0 による特許出願とライセンス 収入 

大学究ベンチャ 一の増加 
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